
【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,957,915,305   固定負債 499,262,132

    有形固定資産 2,474,379,204     地方債等 499,262,132

      事業用資産 2,389,792,679     長期未払金 -

        土地 763,335,320     退職手当引当金 -

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 5,441,416,264     その他 -

        建物減価償却累計額 △ 3,970,428,621   流動負債 323,605,569

        工作物 2,835,299,575     １年内償還予定地方債 312,542,049

        工作物減価償却累計額 △ 2,692,884,659     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 -

        航空機 -     預り金 11,063,520

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 822,867,701

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 13,054,800   固定資産等形成分 2,957,915,305

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） △ 778,875,327

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 336,894,641

      物品減価償却累計額 △ 252,308,116

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 483,536,101

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 483,536,101

        減債基金 -

        その他 483,536,101

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 43,992,374

    現金預金 43,992,374

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 2,179,039,978

資産合計 3,001,907,679 負債及び純資産合計 3,001,907,679

全体貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

全体行政コスト計算書
自　平成31年　4月　1日
至　令和　2年　3月31日

科目 金額

  経常費用 589,387,108

    業務費用 520,136,588

      人件費 4,902,565

        職員給与費 688,577

        賞与等引当金繰入額 -

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 4,213,988

      物件費等 502,903,725

        物件費 334,999,669

        維持補修費 8,334,581

        減価償却費 159,569,475

        その他 -

      その他の業務費用 12,330,298

        支払利息 11,465,146

        徴収不能引当金繰入額 -

        その他 865,152

    移転費用 69,250,520

      補助金等 55,841,220

      社会保障給付 -

      その他 13,409,300

  経常収益 487,042,181

    使用料及び手数料 358,460,990

    その他 128,581,191

純経常行政コスト 102,344,927

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

-    投資損失引当金繰入額

102,344,927

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 2,049,458,467 3,202,274,432 △ 1,152,815,965 -

  純行政コスト（△） △ 102,344,927 △ 102,344,927 -

  財源 231,926,438 231,926,438 -

    税収等 159,670,972 159,670,972 -

    国県等補助金 72,255,466 72,255,466 -

  本年度差額 129,581,511 129,581,511 -

  固定資産等の変動（内部変動） △ 244,359,127 244,359,127

    有形固定資産等の増加 43,551,346 △ 43,551,346

    有形固定資産等の減少 △ 159,569,475 159,569,475

    貸付金・基金等の増加 149,000 △ 149,000

    貸付金・基金等の減少 △ 128,489,998 128,489,998

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 129,581,511 △ 244,359,127 373,940,638 -

本年度末純資産残高 2,179,039,978 2,957,915,305 △ 778,875,327 -

全体純資産変動計算書
自　平成31年　4月　1日
至　令和　2年　3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

全体資金収支計算書
自　平成31年　4月　1日
至　令和　2年　3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 429,817,633

    業務費用支出 360,567,113

      人件費支出 4,902,565

      物件費等支出 343,334,250

      支払利息支出 11,465,146

      その他の支出 865,152

    移転費用支出 69,250,520

      補助金等支出 55,841,220

      社会保障給付支出 -

      その他の支出 13,409,300

  業務収入 718,968,619

    税収等収入 159,670,972

    国県等補助金収入 72,255,466

    使用料及び手数料収入 358,460,990

    その他の収入 128,581,191

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 289,150,986

【投資活動収支】

  投資活動支出 43,700,346

    公共施設等整備費支出 43,551,346

    基金積立金支出 149,000

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 128,489,998

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 128,489,998

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 84,789,652

【財務活動収支】

  財務活動支出 391,256,368

    地方債等償還支出 391,256,368

    その他の支出 -

  財務活動収入 13,000,000

    地方債等発行収入 13,000,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 10,818,220

本年度歳計外現金増減額 245,300

本年度末歳計外現金残高 11,063,520

本年度末現金預金残高 43,992,374

財務活動収支 △ 378,256,368

本年度資金収支額 △ 4,315,730

前年度末資金残高 37,244,584

本年度末資金残高 32,928,854

比例連結割合変更に伴う差額 -



全体財務書類に係る注記 

１ 重要な会計方針 

（１） 有形固定資産の評価基準及び評価方法 

取得原価によっています。 

 

（２） 有形固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物 6 年～38 年 

工作物 6 年～45 年 

物品 4 年～18 年 

② 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及

びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（３） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額

が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（４） 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（庄内広域行政組合資金管理方針において、

歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

 

（５） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ① 建物附属設備、工作物、物品の計上基準 

    建物附属設備、工作物、物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万

円）以上の場合に資産として計上しています。 

  



 

  ② 資本的支出と修繕費の区分基準 

    資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、又は固定資産の

取得価額のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

 

③ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

   該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

   該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報 

（１） 全体会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

   一般会計 

   庄内地方拠点都市地域事業特別会計 

   青果市場事業特別会計 

   庄内食肉流通センター事業特別会計 

 

（２） 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 



1.全体貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：円）

区分
 前年度末残高 

(A)
 本年度増加額 

(B)
 本年度減少額

(C)

 本年度末残高
(A)+(B)-(C) 

(D)

 本年度末
減価償却累計額

(E)

 本年度減価償却額
(F)

 差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)

事業用資産 9,029,194,629 23,911,330 - 9,053,105,959 6,663,313,280 137,028,814 2,389,792,679
　土地 763,335,320 - - 763,335,320 - - 763,335,320
　立木竹 - - - - - - -
　建物 5,431,996,634 - - 5,441,416,264 3,970,428,621 124,362,805 1,470,987,643
　工作物 2,833,862,675 1,436,900 - 2,835,299,575 2,692,884,659 12,666,009 142,414,916
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 - 13,054,800 - 13,054,800 - - 13,054,800
インフラ資産 - - - - - - -
　土地 - - - - - - -
　建物 - - - - - - -
　工作物 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 - - - - - - -
物品 317,254,625 19,640,016 - 336,894,641 252,308,116 22,540,661 84,586,525

合計 9,346,449,254 43,551,346 - 9,390,000,600 6,915,621,396 159,569,475 2,474,379,204

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

区分
 生活インフラ・ 

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防・警察 総務 合計

事業用資産 - - - - 2,389,792,679 - - 2,389,792,679
　土地 - - - - 763,335,320 - - 763,335,320
　立木竹 - - - - - - - -
　建物 - - - - 1,470,987,643 - - 1,470,987,643
　工作物 - - - - 142,414,916 - - 142,414,916
　船舶 - - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - - -
　航空機 - - - - - - - -
　その他 - - - - - - - -
　建設仮勘定 - - - - 13,054,800 - - 13,054,800
インフラ資産 - - - - - - - -
　土地 - - - - - - - -
　建物 - - - - - - - -
　工作物 - - - - - - - -
　その他 - - - - - - - -
　建設仮勘定 - - - - - - - -
物品 - - - - 84,586,524 - 1 84,586,525

合計 - - - - 2,474,379,203 - 1 2,474,379,204

全体附属明細書



④基金の明細 (単位：円)

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)
(参考)財産に関する

調書記載額

庄内広域振興基金 420,874,101                         - - - 420,874,101                         -

公設庄内青果物地方卸売市場整備等基金 19,765,000                          - - - 19,765,000                          -

庄内食肉流通センター整備等基金 42,897,000                          - - - 42,897,000                          -

合計 483,536,101                         - - - 483,536,101                         -



（２）負債項目の明細
①地方債等（借入先別）の明細 (単位：円)

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

　一般公共事業 - - - - - - - - - -

　公営住宅建設 - - - - - - - - - -

　災害復旧 - - - - - - - - - -

　教育・福祉施設 - - - - - - - - - -

　一般単独事業 811,804,181               312,542,049                   343,733,490               468,070,691               - - - - - -

　その他 - - - - - - - - - -

【特別分】

　臨時財政対策債 - - - - - - - - - -

　減税補てん債 - - - - - - - - - -

　退職手当債 - - - - - - - - - -

　その他 - - - - - - - - - -

　合計 811,804,181               312,542,049                   343,733,490               468,070,691               - - - - - -

その他の
金融機関

市場公募債 その他種類 地方債等残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行



②地方債等（利率別）の明細 (単位：円)

地方債等残高 1.5%以下
1.5%超

2.0%以下
2.0%超

2.5%以下
2.5%超

3.0%以下
3.0%超

3.5%以下
3.5%超

4.0%以下
4.0%超

(参考) 
加重平均 利率

811,804,181                                     335,343,430          433,955,138          -                        39,595,074           2,910,539             - - -

③地方債等（返済期間別）の明細 (単位：円)

地方債等残高 1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

5年以内
5年超 

10年以内
10年超

15年以内
15年超

20年以内
20年超

811,804,181                                     312,542,049          148,887,612          65,210,307           65,239,375           65,268,469           154,656,369          - - -



２．全体行政コスト計算書の内容に関する明細
（１）補助金等の明細 (単位：円)

区分 名称 相手先 金額 支出目的

庄内食肉流通センター建設に係る庄内町
特別負担金　令和元年度上半期分

庄内町 4,214,078                       

センター建設時に生じた分譲区画変更工事費とろ過設備工事費が旧余目町
負担となり、平成13年から平成32年までの30回払いで組合に返済。このうち区
画変更工事を実施した旧余目町（現庄内町）土地開発公社に対して当該工事
費分を交付しているもの。

計 4,214,078                       

令和元年度派遣職員給与費等負担金 酒田市 9,816,940                       派遣職員給与費（一般会計等より）

令和元年度派遣職員給与費等負担金 酒田市 10,204,523                     派遣職員給与費（青果会計より）

令和元年度派遣職員給与費等負担金 鶴岡市 8,751,576                       派遣職員給与費（青果会計より）

令和元年度派遣職員給与費等負担金 庄内町 4,504,500                       派遣職員給与費（青果会計より）

令和元年度派遣職員給与費等負担金 鶴岡市 9,238,266                       派遣職員給与費（食肉会計より）

令和元年度派遣職員給与費等負担金 庄内町 4,504,499                       派遣職員給与費（食肉会計より）

令和元年度清掃協力会負担金　上期分 青果市場清掃協力会 4,400,000                       市場内の環境美化活動に資する

令和元年度国有資産等所在市町村交付金 庄内町 118,400                         

庄内食肉流通センター敷地内の、広域行政組合が(株)大商金山牧場に貸付
けしている固定資産は国有資産等所在市町村交付金法第２条第１号に規定
する地方公共団体以外のものが使用している固定資産に該当することから、
「国有資産等所在市町村交付金」の対象となり、広域行政組合から庄内町に
交付するもの。

全国公設地方卸売市場協議会令和元年度
負担金

全国公設地方卸売市場協議会 30,000                           全国公設地方卸売市場の情報や国の動向などを共有できる

令和元年度エネルギー管理講習「新規講
習」受講料

一般財団法人　省エネルギーセンター 17,100                           エネルギー管理資格取得のため

内部業務系システム利用負担金 酒田市 15,838                           システム利用経費

令和元年度公平委員会事務委託負担金 山形県 9,000                             委託事務経費

防火・防災管理講習　受講料 山形県消防設備協会 6,500                             法令改正の概要と火災事例の研究

山形県消防補償等組合事務負担金 山形県消防補償等組合 5,000                             委託事務経費

５／１６、１７全国公設地方卸売市場協議会
第４８回通常総会　参加負担金

全国公設地方卸売市場協議会 5,000                             職員の参加費

計 51,627,142                     

合計 55,841,220                     

他団体への公共施設等整備補助金等 
(所有外資産分)

その他の補助金等



３．全体純資産変動計算書の内容に関する明細
（１）財源の明細 (単位：円)

会計 区分 金額

13,400,000                                     

13,400,000                                     

13,400,000                                     

37,000,000                                     

100,000,000                                    

9,270,972                                       

146,270,972                                    

- -

計 -

畜産物流通施設整備等対策事業費補助金 72,255,466                                     

計 72,255,466                                     

72,255,466                                     

218,526,438                                    

231,926,438                                    

財源の内容

一般会計市町分賦金

資本的 
補助金

合計

税収等
小計

税収等

国県等補助金

小計

庄内食肉流通センター建設に係る庄内特別負担金

合計

小計

合計

一般会計

経常的 
補助金

特別会計

食肉会計市町分賦金

青果会計市町分賦金



（２）財源情報の明細 （単位：円）

純行政コスト 102,344,927                        - - △57,224,548                      159,569,475                        

有形固定資産等の増加 43,551,346                         - 13,000,000                         30,551,346                         -

貸付金・基金等の増加 149,000                             - - 149,000                             -

その他 - - - -                                      -

合計 146,045,273                        - 13,000,000                         △26,524,202                      159,569,475                        

区分 金額

内訳

国県等補助金 地方債 税収等 その他



４．全体資金収支計算書の内容に関する明細
（１）資金の明細 (単位：円)

種類 本年度末残高

要求払預金 32,928,854                                                                          

合計 32,928,854                                                                          


